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第３章 新しい躍動の時代を実現するための取組 

４．次世代の育成 

 （少子化対策） 

  人口減少社会を目前に控え、家庭・家族、地域の役割を重んじ、

その連携を通じて、国民が安心して、子どもを生み、育てることが

できる社会を構築するため、国の基本政策として少子化の流れを変

えるための施策を協力に推進する。特に、仕事と家庭・子育ての両

立など仕事と家庭のバランスを取りつつ、意欲と能力に応じた多様

な働き方ができるよう、中小企業に配慮しつつ、環境整備の推進な

どを官民挙げての国民的な運動として取り組む。 
 

 また、女性の再就職・起業等についての総合的な支援策を検討す

るため、関係閣僚による「女性の再チャレンジ支援策検討会議」（仮

称）を設置し、平成 17年中に「女性の再チャレンジ応援プラン」（仮

称）を取りまとめる。また、短時間勤務等の多様な働き方の選択肢

を拡大するため、国家公務員がモデルとなるよう常勤職員の短時間

勤務制度の導入について早期に検討する。 


